
【議案第93号】

令和7年度　一般会計決算附属資料

上下水道部　主要な施策の成果
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○浄化槽設置整備事業費補助金

10人槽 660千円 1基 660千円

合　計 4基 1,914千円

390千円 2基 780千円

7人槽 474千円 1基 474千円

目 07

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

成
果
・
課
題

○浄化槽設置整備事業の対象区域において、浄化槽設置者に補助金を交付
することにより、浄化槽の設置費用の負担軽減が図られ、水洗化を促進す
ることができた。
○同区域において、公共用水域の水質保全と生活環境の改善を図るため、
浄化槽による水洗化の促進に向け、引き続き設置費用の負担軽減を図って
いく必要がある。

目
　
的

　浄化槽設置整備事業の対象区域において、浄化槽を設置する方に
対して補助金を交付し、公共用水域の水質保全と生活環境の改善を
図る。

1,914千円

人　槽 補助金額 設置基数 合　計

5人槽

まちづくり
27の施策

課

13 きれいな水を循環させる上下水道の整備 府補 市町村上下水道経営基盤強化交付金（1/3）

3,642千円

主
な
財
源

国補 循環型社会形成推進交付金（1/3）

1,914千円 1,914千円

執行率
部 上下水道部

0千円

100.0 %

(参考)当初予算額
施設課

505千円

638千円

予
算
科
目

款 04 衛生費 本年度決算額 最終予算額 不用額

03 浄化槽設置整備事業

項 01 保健衛生費

環境衛生費

事
業
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○水洗化推進支援事業補助金

〈内　訳〉

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

成
果
・
課
題

○既存住宅において、市内の下水道排水設備指定工事業者を利用して、供
用開始から3年以内に新規排水設備工事を行った方に対して、その工事費用
の一部を補助することにより水洗化を促進し、地域経済の活性化を図るこ
とができた。
○普及推進員による推進活動に加え、パンフレットや広報紙等を通じて下
水道事業に対する理解や各種接続支援策の周知を図り、早期接続推進に努
める。

目
　
的

　既存住宅の新規排水設備工事を行う方に対して補助金を交付する
ことにより、水洗化の促進及び地域経済の活性化を図る。

3,000千円

網　野 29件

合　計 32件

3,850千円

区　分 補助金額 件　数 合　計

一般世帯 50千円 17件 850千円

まちづくり
27の施策

課

13 きれいな水を循環させる上下水道の整備

6,000千円

主
な
財
源

執行率
部 上下水道部

項 01 保健衛生費

3,850千円 3,850千円 0千円

100.0 %

目 07 環境衛生費 (参考)当初予算額
経営総務課

事
業

予
算
科
目

款 04 衛生費 本年度決算額 最終予算額 不用額

05 水洗化推進支援事業

3,850千円

高齢者世帯 200千円 15件

町　別 件　数

大　宮 3件

合　計 32件
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○水道事業会計繰出金

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

成
果
・
課
題

目
　
的

　総務省から示される水道事業に対する繰出基準を参考に、水道事
業会計に繰出金を支出することにより、同会計の経営の健全化を促
進し、経営基盤の強化・安定化を図る。
　急激な物価高騰の影響を受ける市民生活を支援するため、水道料
金のうち、基本料金の負担軽減の措置として繰出金を支出する。

諸収入

341,651千円

項 目 繰 出 金

高料金対策分 43,709千円

341,651千円合 計

過疎債 償還利子（交付税算入70％）

基準内
統合前簡易水道にかかる企業債　償還元金

水道基本料金免除分 （物価高騰対策） 22,079千円

小 計

課

13 きれいな水を循環させる上下水道の整備 国補

ﾃﾞｼﾞﾀﾙ基盤改革支援補助金 1,614千円

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第2世代交付金） 2,805千円

執行率
部 上下水道部

項 01 保健衛生費

341,651千円 341,651千円 0千円

100.0 %

目 09 水道費 (参考)当初予算額
経営総務課

事
業

01 水道事業会計繰出金
318,859千円

主
な
財
源

国補 物価高騰対策重点支援地方創生臨時交付金 22,000千円
まちづくり
27の施策

予
算
科
目

款 04 衛生費 本年度決算額 最終予算額 不用額

95,888千円

統合前簡易水道にかかる企業債　償還利子 24,648千円

統合後簡易水道にかかる企業債　償還利子 2,564千円

児童手当 2,540千円

小 計 245,763千円

172,302千円

基準外
衛星漏水調査分 2,805千円

システム更新分

過疎債 償還元金（交付税算入70％） 68,647千円

743千円

1,614千円
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○出資金

＜上水道統合事業への出資金＞

757,404千円 369,600千円

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

成
果
・
課
題

369,600千円

事　業　費 出　資　金

中野水系配水池更新整備事業

項　　　　　目

基準外

まちづくり
27の施策

課

13 きれいな水を循環させる上下水道の整備

369,600千円

主
な
財
源

市債 水道事業一般会計出資債（合併特例債）

目
　
的

　水融通を行うための施設整備に対して出資を行い、同会計の経営
の健全化を促進し、経営基盤の強化・安定化を図る。

369,600千円

執行率
部 上下水道部

項 01 保健衛生費

369,600千円 369,600千円 0千円

100.0 %

目 09 水道費 (参考)繰越予算額
経営総務課

事
業

予
算
科
目

款 04 衛生費 本年度決算額 最終予算額 不用額

01 水道事業会計繰出金（繰越）
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○水道未普及世帯物価高騰対策給付金

※給付金額：水道基本料金1月相当分（消費税込み）

※対象世帯数：86件（基準日：令和7年9月30日）

○通信運搬費（切手･郵送代）

○口座振込手数料

主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

成
果
・
課
題

○物価高騰の影響を受けている水道未普及地区の一般家庭に対し、水道基
本料金相当額を給付することで、市民生活を支援することができた。

目
　
的

　物価高騰の影響を受けている市民生活を支援するため、水道未普
及地区の一般家庭を対象に、水道料金の基本料金相当額を給付する
もの。

39千円

給付金額 給付件数 給付金額合計

1,008円 39件

まちづくり
27の施策

課

13 きれいな水を循環させる上下水道の整備

0千円

主
な
財
源

国補 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 50千円

執行率
部 上下水道部

項 01 保健衛生費

63千円 72千円 9千円

87.5 %

目 09 水道費 (参考)当初予算額
経営総務課

事
業

予
算
科
目

款 04 衛生費 本年度決算額 最終予算額 不用額

02 水道未普及世帯物価高騰対策給付金給付事業

39,312円

19 千円

5 千円
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○出資金 ○下水道事業会計繰出金

下水道事業債　償還元金 分流式下水道等に要する経費

児童手当 高資本費対策に要する経費

下水道事業債　償還利子

下水道事業債　償還元金 児童手当

雨水処理に要する経費

下水道事業債　償還利子

施設維持管理費

システム更新等分

1,072,324千円

基準外

684千円

104,331千円

3,024千円

小 計 108,039千円

合 計 265,700千円

小 計 101,554千円

基準外
164,146千円

小 計 164,146千円主
要
な
事
務
・
事
業
の
概
要

成
果
・
課
題

基準内

100,498千円

1,056千円

1,072,324千円

項 目 繰 出 金

基準内

752,373千円

174,321千円

7,831千円

1,860千円

27,900千円

小 計 964,285千円

合 計

目
　
的

　総務省から示される下水道事業に対する繰出基準を参考に、下水
道事業会計に繰出金を支出することにより、同会計の経営の健全化
を促進し、経営基盤の強化・安定化を図る。

265,700千円

項 目 出 資 金

きれいな水を循環させる上下水道の整備

1,335,000千円

主
な
財
源

諸収入 ﾃﾞｼﾞﾀﾙ基盤改革支援補助金 3,024千円

執行率
部 上下水道部

項 04 都市計画費

1,338,024千円 1,338,024千円 0千円

100.0 %

目 02 下水道費 (参考)当初予算額
経営総務課

事
業

まちづくり
27の施策

課

13

予
算
科
目

款 08 土木費 本年度決算額 最終予算額 不用額

02 下水道事業会計繰出金

- 7 -


